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2１．論文の構成
本論文は、序章および第一章～第六章から構成されている。
目次
序章
第１節 問題の所在
第２節 突発事件に関する議論
第 3 節 先行研究
第 4 節 本論文の目的と意義
第 5 節 仮説と研究手法
第 6 節 分析対象および使用する資料
第 7 節 本論文の構成
第一章 改革開放以降の中国のメディアの管理体制および内容管理制度
第 1 節 中国の一元管理体制から二元管理体制へ移行
第 2 節 新聞出版、ネットメディアの報道・掲載内容の管理制度
第 3 節 突発事件報道規制について
第 4 節 小括
第二章 SARS 報道-情報隠蔽から情報公開へ
第 1 節 先行研究と本章の目的
第 2 節 中国における突発事件の報道慣例
第 3 節 SARS 事件の経緯
第 4 節 SARS 報道の内容分析
第 5 節 ニューメディアによる SARS 報道及び発信
第 6 節 小括
第三章 5・12 四川大震災における中国メディアの報道実態
第 1 節 関連研究と本章の目的
第 2 節 研究方法
第 3 節 政府の対応やメディアの発信活動
第 4 節 四川大震災の報道実態―報道量や報道内容の分析を通じて
第 5 節 四川大震災に関するインターネット上の発信
第 6 節 小括
第四章 7・23 温州列車衝突脱線事故に関する中国新聞報道の分析
第 1 節 先行研究と目的
第 2 節 研究方法
第 3 節 7・23 鉄道事故の既存メディアの動き
3第 4 節 三紙の 7・23 鉄道事故報道分析
第 5 節 小括
第五章 7・23 温州列車脱線事故における中国ネット世論の形成
第 1 節 先行研究及び研究の意義
第 2 節 7・23 鉄道事故の経緯
第 3 節 研究方法
第 4 節 7・23 鉄道事故のネット世論の内容分析
第 5 節 小括
第六章 突発事件報道の変容とあり方
第 1 節 近年における突発事件報道の変容
第 2 節 突発事件報道のあり方
第 3 節 中国における突発事件報道の変容の可能性
掲載図表一覧
内容分析コード表
参考文献
２．論文の概要
本論文は、序章および六つの章から構成されている。
序章では、中国において「突発事件」と呼ばれる、突発的に発生する事故、事件、災害
などに関する報道という本論文の主題について、中国メディアの研究、突発事件報道に関
する研究、ネット世論の研究という三種類の先行研究を検討している。その結果、中国メ
ディアの研究おいてはネットメディア、既存メディア、政治権力という三者の相互関係の
実証的研究はまだないと指摘し、近年の中国メディアの状況を理解するためには、突発事
件報道における三者の関係について研究を進める必要があると主張する。その上で、①中
国政府の報道管理制度は何をどう調整しているのか、②突発事件における中国メディアの
報道・発信内容はどう変わったのか、③突発事件における中国メディアの報道機能は何が
変化したのか、④それぞれのメディアは突発事件報道においてどのような特徴を持ってい
るのか、⑤突発事件の際のメディアと政治権力(党・政府)との関係はどうなっているのか、
という問いを掲げ、2003 年の SARS 事件、2008 年の 5・12 四川大震災、2011 年の 7・23 温
州高速列車脱線事故の三つを事例として選び、それぞれについて新聞とネットメディアに
おける報道ならびに書き込み･コメントの内容分析を行うという方法による実証的な研究
を目的に定めている。
第一章では、改革開放以降の中国のメディアに対する管理体制が変化する中で、突発事
件報道に対する規制を概説している。すなわち、メディアの市場化にしたがって、中央宣
伝部がメディアを統括的に管理するという一元管理体制から、イデオロギー管理は中央宣
伝部に、行政管理は国務院に所属する関連行政部門に分割するという二元管理体制に移行
4したこと、メディアに対する事前規制と事前審査及び事後審査の三つの段階を考察し、ネ
ットメディアに対する検閲の特徴として、検閲基準が頻繁に変化すること、既存メディア
の管理に比べて効果的ではないことを指摘している。さらに、突発事件に関する法規制を
考察し、SARS 事件以降の中国では突発事件に関する情報公開の法整備が進み、中国当局の
認識や態度が変わっていることを明らかにした。しかし、突発事件に関する情報公開の全
ては依然として政府に管理され、メディアの自主的報道権は認められていないと指摘して
いる。
第二章では具体的な報道の分析として、2003 年に発生した SARS 事件を取り上げた。この
事件以前にあった「報喜不報憂」（望ましいことを報道し、望ましくないことは報道しない）
という突発事件報道上の不文律が、事件によって変容する過程を、同年 4 月 1 日から 4 月
30 日までの一ヶ月間の『人民日報』と『南方都市報』の報道内容、および 2 月 1 日から 4
月 30 日まで三ヶ月間のニュースサイトと掲示板における発信を対象に、情報隠蔽の段階、
情報公開へと向う段階、情報を積極的に公開する段階という三つの段階に分けて分析した。
その結果、情報公開後、①メディアは感染情報を迅速に伝達したが、政府の情報隠蔽に関
する指摘・批判の報道はタブーであった、②全体的に報道は依然として中国当局に管理さ
れていた、③ネットメディアと既存メディアとの連動ないし融合の程度はまだ低かった、
④ネット世論が既存メディアに反映されていなかった、⑤ネット世論が既存メディアを通
じて影響力を拡大することはなかった、ということを指摘している。
第三章では、2008 年の 5・12 四川大震災が起きた際の既存メディア三紙『人民日報』、『新
京報』、および『華西都市報』における震災後一ヶ月間の震災報道を対象に、そのジャンル、
主題、イメージ、批判・賞賛対象、情報源などの項目に着目し内容分析が行われている。
また同様に、ネットメディアである新浪ニュースサイトにおける震災の特集報道や、天涯
掲示板における震災に関する発信を対象に、その主題、イメージ、批判・賞賛対象、情報
源、機能フレームなどについて内容分析が行われている。その結果、既存メディア三紙及
びネットメディアの情報伝達、公権力の監視、動員などの機能が明らかにされた。特に、
マイナス報道の批判対象が地方政府に限られ、それが公権力への監視機能の限界と考えら
れること、既存メディアとネットメディアが融合した新しい報道モデルが実践されたもの
の、限定的であったことが明らかにされている。
第四章および第五章では、2011 年に起きた 7・23 温州高速列車衝突脱線事故に関する事
例研究が論じられている。第四章では、『人民日報』と都市報である『新京報』と『温州都
市報』の新聞三紙における、事故翌日から二週間の事故報道の比較分析を行い、情報伝達、
監視等の機能を分析している。その結果、同じ都市報でも批判性の強い『新京報』に対し、
政府情報に大きく依存する『温州都市報』という、異なる特徴が明らかにされた。さらに、
ネットメディア上で発信される情報を既存メディアが参照し、報道する傾向が実証され、
依然として中央宣伝部に操作されつつも、それに抵抗する動きがあったことが指摘されて
いる。
5第五章では、ニュースサイト、微博、掲示板という三種のインターネット・メディアに
おける、7・23 事故に関する報道及び書き込みの詳細な内容分析が行われた。その結果、各
種のネットメディアが世論の形成に果たした、情報伝達、監視、動員といった機能が明ら
かにされ、ネットメディアと既存メディアが、競合というより相互参照の関係であったこ
と、同時にネット世論が既存メディアに圧力をかけ、公権力の監視機能の発揮を促したこ
とで、一定程度の自由な表現が可能な言論空間がネット上に生まれただけでなく、既存メ
ディアを通して政府の政策や制度の設定に民意を反映させる可能性が広げられたことを論
じている。
第六章では、以上の分析結果に基づき、突発事件における中国メディアによる報道内容
の変容の特徴を、① メディアによる情報伝達の迅速化・情報量増加、②市民に関わる宣伝
報道の増加、③政府に対するメディアの対抗姿勢、④政府や既存メディア世論対するネッ
ト世論の影響力の増大、⑤共産党によるメディアのイデオロギー管理体制の不変性、の五
点にまとめている。
次いで、突発事件報道の普遍的な問題点を①情報の伝達、②メディアと権力との関係の
二点に集約し、メディアが突発事件の際に果たすべき社会的機能として、事件の経過に沿
った諸段階ごとに求められる機能を考察している。また、インターネットを通じた突発事
件情報システムの可能性について検討し、各政府部門間、各メディア間、そして市民との
間に情報共有システムを構築すべきであると論じている。最後に、中国ではネット世論や
既存メディアの作り出す世論が、党･政府に対し事件への対応の改善を求める、というメカ
ニズムが生成･拡大しており、突発事件報道にある程度の自由がもたらされてきたが、その
進展にも限度があり、中国の政治体制や政治改革の実態に基づくならば、今後の突発事件
報道の展望として、①党の指導思想や方針への否定報道は今後も不可能であろう、②政府
や官僚の監視機能を果たす報道については一層の自由化が進む可能性がある、③民族問題
に関わる突発事件報道はメディアの自主的な報道が実現する可能性は低いが、関連情報を
開示する範囲は広がる可能性がある、という三点を指摘している。
３．論文の評価
本論文は、近年の中国における突発事件報道の実態と変容を、2003 年以降の具体的な報
道事例の内容分析を通じて明らかにし、突発事件報道の原理を論究し、同時に中国におけ
るメディアの発展に対し新たな知見を提示したものである。本論文の意義は、以下の三点
にまとめられる。
第一の意義は、中国で近年めざましく発展したネットメディアと、都市報を初めとする
商業的な新聞を対象として、新聞とネットメディアの両方の突発事件報道に対する内容分
析を行い比較した点である。従来の中国メディア研究では、新聞だけ、あるいはネットメ
ディアだけを対象とした分析は行われてきたが、新聞とネットメディアの両方、しかも新
聞では『人民日報』の他に複数の都市報を取り上げ、ネットメディアでは、ニュースサイ
6ト、掲示板、微博という異なった三種類のメディアを分析し、比較している。このような
研究はこれまでになく、また最近のネットメディアの変化により、本論文で分析対象とし
たような微博の記録などが入手できなくなっているため、今後同様の研究が進展するかど
うかわからない状況にあり、非常に貴重なデータを提示している研究だといえる。
第二の意義は、2003 年の SARS 事件から、2008 年の四川大震災、2011 年の高速鉄道事故
までの、最新の三つの突発事件の報道について、通時的に比較しうる形で分析を行った点
である。中国における突発事件報道の変遷に関する研究は多数あり、また各突発事件のそ
れぞれの報道に関する研究も少なからずあるが、流行病・天災・事故という性質の異なる
三つの突発事件の報道について、内容分析の範囲や項目などの条件をそろえて、比較でき
るようにした実証的研究は非常に少なく、かつ 2011 年の高速鉄道事故におけるネットの報
道まで含めて比較した研究は初めてである。これにより、現在中国におけるメディアと世
論の全体的な把握の道筋が拓かれ、中国メディアの研究に大きな進展をもたらしたといえ
よう。
第三の意義は、中国における突発事件報道の変化を、中国のメディア管理体制全体の長
期的な方向性の中で捉えている点である。すなわち、ネットメディアと既存メディアそれ
ぞれの突発事件報道と、突発事件への中国当局の対応との間の関係を、事例分析から捉え、
中国政府に与えた具体的な影響およびその影響の将来の可能性を論じているが、単にメデ
ィアの自由化を中国の民主化論の中に位置づける議論には限界があると述べ、ネット世論
と既存メディアと政府との関係についての考察を、中国のみならず他の国々における同様
の三者の相互関係を理解する一般的原理の考察へと接続している点で、突発事件報道の研
究をメディアと政治権力の関係において、より普遍的なレベルへと引き揚げることが期待
される。
最終口頭試験及び論文審査委員会では、審査委員より以下の点が指摘された。
第一には、本論文の最終章である第六章に、それまでの章での報道の内容分析結果を受
けた議論がやや不足しており、前章までの議論との間に少し飛躍があるように感じられる
こと、第二には、本論文は中国国内で発生した突発事件に関する中国メディアの報道を扱
っているが、実際には香港や米国、日本などで報道された内容が中国のメディアに影響を
与えている場合もあり、その点での観察や分析が手薄であること、第三に、結論部分で突
発事件報道を日本の災害報道研究を参照しながら検討しているが、本論文では扱われなか
った「公共安全事件」すなわちテロ事件や民族問題に関わる騒乱などを含む「突発事件」
という中国独自の概念が、欧米や日本における災害や事件報道と完全には合致しない面が
あるという問題点に関する議論が十分ではないこと、第四には、情報伝達機能、公権力監
視機能などの様々なメディアの機能を指す語が多く用いられているが、それらの概念をよ
り明確に整理する必要があること、以上のような点が指摘された。
これらの課題は、基本的には今後の出版や研究に向けての助言というべきものであり、
論述の改善と補強によって対応できる範囲のものと考えられる。
7４．結論
本論文は、中国における近年の突発事件報道について、新聞とネットメディアから多量
のデータを独自に採集し内容分析を行った、実証性の高い論文である。また、種類の異な
る複数の新聞とネットメディアそれぞれの内容分析によって、立体的に中国メディアの報
道の様相を浮かび上がらせ、新聞とネットがそれぞれつくり出す世論と政府との関係、お
よびその将来の動向に関する最新の説得力ある議論を提出するだけでなく、中国メディア
の研究を、政府によるメディアに対する干渉や法規制のある国家におけるメディア統制の
研究としてばかりでなく、ネットメディアを含めた新たなメディアと政治の関係に関する、
より一般的な原理へ向けての規範的研究の進展にも貢献するものである。審査員一同は、
これらの学術的貢献を高く評価し、本論文を博士（ジャーナリズム）の学位を授与するに
ふさわしいものであると判断する。
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